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序     文 
 

 タイ王国政府は、第５次経済社会開発５か年計画（1981～1986年）において、農業国から工業

国への転換をめざし、その一環として輸出指向型産業振興策を進め、金属加工・機械産業分野の

中小企業の育成に努めてきました。同政府はこの政策を具現化する方策の１つとして、工業省内

に中小企業の技術改善を担当する金属加工機械工業開発研究所（MIDI）を設立することを計画し

ました。これに対し我が国は無償資金協力によりMIDIの施設を建設・整備するとともに、1986年

10月から５年間わたり、プロジェクト方式技術協力（金属加工機械工業開発振興プロジェクト）

を通じて、中小企業に対する技術指導の協力を行いました。 

 その後、日本・タイ両国政府の政策協議において、タイの裾野産業の輸入依存体質を改善する

ことが重要かつ緊急課題であるとの認識で一致しました。なかでも自動車部品産業及び電気・電

子部品産業は、金型やプラスチック加工等を含み、産業としての広い裾野を有するものの、現在、

部品を輸入に依存していることから優先的に改善すべき分野として選定され、1993年からこの分

野を対象とする開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産業）」が実施されました。 

 このような経緯を踏まえ、タイ政府は、同調査で作成されたマスタープランに基づき、上述の

MIDIを裾野産業開発部（BSID）として改編するとともに、MIDIに付与された基礎的な機能を拡充

し、金型分野のローカル企業の育成を通じてタイの部品産業を中心とした裾野産業の国際競争力

を強化することを目的として、1996年９月、プロジェクト方式技術協力を要請してきました。 

 我が国は、この要請を受け、1998年３月に事前調査、同年８月に第１次短期調査、1999年３月

に第２次短期調査を実施し、プロジェクトの基本計画及び投入計画などの詳細について協議を行

いました。1999年７月には実施協議調査団を派遣し、日本・タイ双方の責任分担や具体的な技術

移転内容などについて最終的に合意した結果を討議議事録（R／D）及び協議議事録（ミニッツ）

に取りまとめたうえ、署名・交換を行いました。 

 上述の経緯を経て、本プロジェクトは、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に係る技

術をタイ側カウンターパートに移転し、その後、カウンターパートが移転された技術を生かした

質の高い技術サービスを民間金型企業に提供することにより、タイにおける金型分野の裾野産業

育成に貢献することを目的として、1999年11月から５年間の協力を実施しています。 

 本調査においては、これまでのプロジェクトの実績を確認し、評価５項目の観点から中間評価

を実施し、必要な申し入れや提言をするとともに、残り協力期間の技術協力計画に関する協議を

行い、それら結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換を行いました。 

 本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。 

 ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・タイ両国の関係各位に対し深甚の謝意



を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

   2002年６月 

 

国際協力事業団 
鉱工業開発協力部 

 部長 中島 行男 
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要     約 

 

１．中間評価の概要 

 タイ政府は、近年、中小企業の育成を通じて、国内裾野産業の競争力を強化し、工業製品の輸

入依存体質からの脱却に取り組んでおり、なかでも産業として広い裾野を有する部品及び金型産

業の技術向上が課題となっている。 

 本プロジェクトは、工業省工業振興局裾野産業開発部（BSID）を実施機関として、金型設計、

加工、磨き、組立・試打の各分野に係る技術をカウンターパートに移転し、その後、カウンター

パートが移転された技術を生かした質の高い技術サービスを民間金型企業に提供する。これによ

り、金型業界を中心としたタイ裾野産業の育成に寄与することを目的として、1999年11月１日か

ら５年間の協力を実施している。 

 2002年５月をもって、協力期間の中間点を迎えることから、本プロジェクトの実績を確認した

うえで、評価５項目の観点から中間評価を実施し、今後の技術協力計画について協議を行うこと

を目的として、2002年６月２日から６月８日にかけて運営指導調査団（中間評価）が派遣された。 

 

２．プロジェクトの実績と現状 

 プロジェクト活動は、プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）を中心とした計画管理諸

表に基づいて進められており、成果０「プロジェクト実施体制が強化される」、成果１「必要な機

材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされる」及び成果２「設計、加工、組立・試打の各

分野でカウンターパートの技術力が向上する」が達成されつつある。専門家によるモニタリング

評価では、ほぼすべての技術カウンターパートは、設計、加工、組立・試打の各技術分野の基礎

知識を熟知し、研修コースの中で一般講義ができるレベルに達したことが確認された。2001年６

月に第１回研修コースが開催されるなど、これまでのところおおむね計画どおりに実施されてき

たと評価される。 

 しかしながら、当初計画していた民間金型企業からの試作品製作サービスの件数が期待したほ

ど伸びていない。また、プロジェクト内でこれまでに製作した金型の個数が少ないことから、カ

ウンターパートは、実際に金型製作に従事した経験が不足しており、実技面での技術力向上が今

後の課題となっている。これまでタイ側と日本側双方で定期的にミーティングが行われてきたに

もかかわらず、長期専門家の指導方法に対して一部のカウンターパートが抱える不満や日本人専

門家チーム内の意見の相違が表面化した状況にあることが確認されている。したがって、プロジ

ェクト目標である「BSIDの技術力が向上し、タイ国内のプラスチック金型産業界に良質なサービ

スを提供できるようになる」の達成に向け、プロジェクト実施体制を一致団結するための改善が



必要である。 

 

３．評価結果 

 ３－１ 妥当性 

  タイ政府の国家政策、受益者のニーズそして我が国のタイ国別援助計画とプロジェクト目標

及び上位目標は、整合性が高く妥当であることが確認された。 

 

 ３－２ 有効性 

  これまで長期専門家からの指導、短期専門家派遣及びカウンターパートの本邦研修を通じて、

当初の計画どおりに技術移転が行われ、各カウンターパートは各分野の基礎知識については習

得したと判断される。各成果とプロジェクト目標との整合性も高いことが確認された。しかし、

カウンターパートは、実技面で期待された技術レベルに到達していないと判断される。また、

業界団体を中心にタイ側からは、プロジェクトの成果の一つであるアドバイザリーサービスを

通じた民間企業への技術支援サービスをもっと活発化してほしいという声が強い。 

 

 ３－３ 効率性 

  建物の改築工事及び組立・試打分野の長期専門家派遣の遅れが生じたほかは、これまで技術

移転に必要な投入がほぼ計画どおりに行われ、おおむね効率よく成果へと転換されつつある。

ただし、供与された３次元CAD／CAMネットワークステーションが３次元金型設計に精通した

長期専門家の不在から十分に活用されていない点、刃具などの消耗品類の不足が原因で、供与

された高性能NC加工機の機能を十分に生かしていない点などが、効率性を一部損なっている。 

 

 ３－４ インパクト 

  上位目標の達成度合い、プロジェクト実施に伴う経済・社会面への波及効果は、発現するま

で長時間を要することから、終了時評価時に行うこととした。 

 

 ３－５ 自立発展性 

  カウンターパートは適切に配置され、これまで目立ったカウンターパートの離職は発生して

おらず、プロジェクトの技術移転の成果を継続させる点で組織面の問題はない。財政面では、

これまで政府から計画どおりに予算が配付され、BSID自体の運営に大きな問題はないが、金型

製作に必要な消耗品を購入する予算の執行が速やかに行われることが望まれる。技術面につい

ては、民間金型企業に対して質の高い技術支援サービスを行っていくためには、金型製作の実

技レベルの向上が課題となっている。 



４．今後の計画 

 本評価結果を踏まえ、Annex17「Re-planning TCP」のとおり、今後の技術移転計画の軌道修正

を行った。具体的には、モジュール化された研修コースの年２回の実施、カウンターパートに現

場経験を積ませることを目的としたアドバイザリーサービスの継続実施、５つのモデル金型に加

えて６つの内製金型を設計から仕上げまで一貫した工程で試作を行うことの３点をタイ側と合意

した。さらに、３次元CAD／CAM技術を専門とする長期専門家1名を新たに派遣し、様々な型を

教材にした３次元設計の指導を行うこととし、本プロジェクトの技術移転活動の質と量を上げる

こととした。 
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第１章 中間評価の概要 
 

１－１ 運営指導調査団（中間評価）派遣の経緯と目的 

 タイ政府は1998年１月に「産業構造改革マスタープラン（1998～2002年）」を閣議承認し、中小

企業の育成を通じて、国内裾野産業の競争力を強化し、工業製品の輸入依存体質の改善に取り組

んでいる。近年、タイでは、日本及び欧米の自動車産業の集積化が進行し、外資系自動車メーカ

ーが部品の現地調達比率の向上を図っていることから、部品産業は全体的に活況を呈している。

しかし、部品を製造するうえで欠かせない金型自体は、依然として大半を輸入に依存しているの

が現状である。 

 本プロジェクトは、産業として広い裾野を有する部品及び金型産業の国際競争力強化に力を注

いでいるタイに対し、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に係る技術をカウンターパー

トに移転し、その後、カウンターパートが移転された技術を生かした質の高い技術サービスを民

間金型企業に提供する。これにより、金型分野を中心とした裾野産業の育成に寄与することを目

的として、1999年11月１日から５年間の協力を実施している。 

 プロジェクトが開始された1999年11月からチーフアドバイザー１名、業務調整員１名、金型設

計及び加工分野の専門家２名、そして2000年５月に組立・試打分野の専門家１名が派遣された。

金型製作に必要な主要供与機材の納入及び設置が2000年３月に完了した結果、これまでの技術移

転計画に沿った専門家による講義のほかに、実機を使った技術移転も行われている。また、長期

専門家では十分対応できない３次元CAD／CAM、金型磨きなどの分野については、短期専門家の

派遣及びカウンターパートの本邦研修を通じて技術移転を行ってきている。 

 2002年５月をもって協力期間（1999年11月１日～2004年10月31日）の中間点を迎えることから、

今次調査を本プロジェクトの中間評価と位置づけ、これまでの技術移転の進捗状況及びプロジェ

クトの実績を確認したうえで、評価５項目の観点から中間評価を実施し、必要な申し入れ・提言

を行うものである。また、2004年に実施される終了時評価に備え、残り協力期間でプロジェクト

目標の達成及びタイ側の自立発展性を高めることを視野に入れた今後の技術協力計画に関する協

議を行い、それら結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。 
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１－２ 評価者の構成 

 本調査団は、団長をはじめとし、金型技術評価、技術移転計画、評価管理を担当する４名で構

成された。 

担当分野 氏名 所属・役職 

団長 瀧沢 浩一 
国際協力事業団 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第一課 課長代理 

金型技術 佐々木哲夫 日本工業大学 機械工学科 教授 

技術移転計画 岩壁 清行 
株式会社 日本デザインエンジニアリング 

代表取締役社長 

評価管理 久保倉 健 
国際協力事業団 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第一課 
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１－３  調査日程 

日順 月日 曜日 時間 団長／総括、評価管理 技術移転計画、金型技術 

１ ６／２ 日 
11：00 

15：15 

成田発 (JL717) 

バンコク市着 

２ ６／３ 月 

９：00 

10：30 

13：00 

14：00 

15：00 

18：00 

工業振興局（DIP）表敬 

JICAタイ事務所打合せ 

裾野開発産業部（BSID）表敬／キックオフミーティング 

プロジェクトサイトの視察 

専門家チームとの打合せ（協議日程・内容、評価資料の確認） 

DIP局長主催夕食会 

BSIDとの協議１（プロジェクト実施体制、日本・タイ側

投入実績の確認） 

BSIDとの協議２（技術移転進捗状況の確認） 

タイ金型工業会との協議 

カウンターパート 

インタビュー ３ ６／４ 火 

９：00 

 

13：00 

15：00 

16：30 専門家チームとの打合せ（技術移転進捗状況、課題について） 

BSIDとの協議３（PDM等計画管理諸表、中間評価結果の

確認） 

BSIDとの協議４（今後のプロジェクト運営、APO、ATCP

の確認） 

専門家インタビュー 

４ ６／５ 水 

９：00 

 

11：00 

 

13：00 

16：30 
金型企業訪問（小規模ローカル企業：Salaya Industrial Co., Ltd社） 

専門家チームとの打合せ（今後の技術移転計画・体制について） 

金型企業訪問（日系

企業：Thai Stanley社、

先進ローカル企業：

Sirithai Mold社） 
５ ６／６ 木 

９：00 

13：00 

16：00 

17：30 

 

BSIDとの協議５（2002年度以降の活動計画の確認） 

ミニッツ案、添付資料作成 

専門家チームとの打合せ（ミニッツ案の確認） 

DIP、BSIDとの協議（ミニッツ最終案及び添付資料の確

認）  

６ ６／７ 金 

９：00 

11：00 

12：00 

15：00 

16：00 

団内打合せ（インタビュー結果、今後の技術移転計画・体制に係る提言） 

ミニッツ署名・交換式 

DIP、BSID官僚との意見交換会 

在タイ日本大使館及びJICAタイ事務所への報告 

専門家チームとの打合せ（調査結果の総括） 

７ ６／８ 土 
８：00 

16：35 

バンコク市発（JL708） 

成田着 

 

１－４ 主要面談者 

 〈タイ側〉 

  (1) Department of Industrial Promotion（DIP） 

Virat Tandaechanurat Deputy Director-General, DIP 

Vim Roongrout Deputy Director-General, DIP 

  (2) Bureau of International Promotion Administration（BIPA） 

Arpa Vongbunyong Director of International Cooperation Division, BIPA 
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  (3) Bureau of Supporting Industries Development（BSID） 

Sirichai Pothitapana Director of Metal-Working and Machinery  

 Industries Division, BSID 

Pasu Loharjun Director of Plastic and Electronic Development 

 Subdivision, BSID 

Kittiphat Panitakorn Assistant Director of BSID 

Prakob Janma Head of Product, Mold & Die Design Development  

Subdivision, BSID 

Paiboon Tekapan Chief of Machining Section, BSID 

Sasivimol Suthilert Planning and General Coordinating Section, BSID 

  (4) Thai Tool and Die Industry Association（TDIA） 

Vechprasith Toommongkol Vice Chairman, TDIA 

Sombat Wudhanasrap Deputy Secretary, TDIA 

 

  (5) Salaya Industrial Co., Ltd. 

Sunant Punyacharoensin Managing Director 

 

 〈日本側〉 

  (1) 在タイ日本国大使館 

    山澄  克 二等書記官 

  (2) JICAタイ事務所 

    高島 宏明 次 長 

    渋谷  晃 所 員 

 

  (3) プロジェクト専門家 

    池内  準 チーフアドバイザー 

    内田 恭男 業務調整員 

    大塚 敏哉 金型設計 

    関  繁信 金型加工 

    大岩  昇 金型組立・試打 

 

１－５ 評価項目・評価の方法 

 (1) PDME 

   1999年７月の実施協議調査時に策定されたPDMは、2001年１月の運営指導調査時に、指標



－5－

  及び指標入手手段を中心に見直しを行った。修正内容は、上位目標の指標である「組立産業

に納入される金型及び部品が増加する」を把握できる工業統計資料が存在しないことから、

同指標の入手手段を「工業統計」から「調査レポート」とした。 

   中間評価用PDMEについては、プロジェクト目標達成に向けた個々の活動及び成果の因果関

係について再確認したあと、目標及び各成果の達成状況をより明確に表現するよう指標及び

指標入手手段を中心に記載内容を改めて修正した（付属資料１のAnnex.10参照）。 

 

 (2) 主な評価・調査項目 

   1) 評価５項目による評価 

    日本・タイ双方の投入実績、プロジェクトの活動実績、成果達成状況、プロジェクト運

営管理状況を含む実施体制、カウンターパートへの技術移転状況などについて、以下の５

つの観点（「評価５項目」）から評価を行うとともに、その結果を残る協力期間の技術移転

計画の改善に役立てる。 

    ただし、プロジェクトの中間地点で、長期的、間接的効果や波及効果の発現を確認する

ことは困難であることから、インパクト評価を省略することとした。 

    ① 妥当性 

    ② 有効性 

    ③ 効率性 

    ④ インパクト 

    ⑤ 自立発展性 

   2) 総括 

   3) 教訓・提言（今後の技術移転計画について） 

    

 (3) 評価の方法 

   1) 文献資料調査 

    本プロジェクトの四半期報告書、モニタリング記録、プロジェクト作成資料・データ及

びタイ金型産業の統計資料から必要な情報を収集する。 

   2) 直接観察 

    プロジェクトサイトの設備の視察のほか、成果品（図面、ターゲット金型、成形品、教

材など）を技術的観点から観察する。 

   3) インタビュー調査 

    カウンターパート及び長期専門家に対し、個別インタビューを行う。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 実績と現状の総括 

 プロジェクト協力期間の中間点を迎えた現時点では、建物の改築工事及び組立・試打分野の長

期専門家派遣の遅れが生じたほかは、技術移転に必要な投入がほぼ計画どおりに行われた。 

 プロジェクト活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を中心とした計画管理

諸表に基づいて進められており、成果０「プロジェクト実施体制が強化される」、成果１「必要な

機材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされる」及び成果２「設計、加工、組立・試打の

各分野でカウンターパートの技術力が向上する」が達成されつつある。 

 モニタリング評価シートによると、ほぼすべての技術カウンターパートは、設計、加工、組立・

試打の各技術分野の基礎知識を熟知し、研修コースの中で一般講義ができるレベルに達したこと

が確認された。その結果、2001年６月に開催された第１回研修コースでは、参加者からおおむね

良好な評価が得られた。 

 しかしながら、当初計画していた民間金型企業からの試作品製作サービスの件数が期待したほ

ど伸びておらず、またプロジェクト内でこれまでに製作した金型の個数が少ないことから、カウ

ンターパートは、実際に金型製作に従事した経験が不足しており、実技面での技術力向上が今後

の課題となっている。 

 最後に、プロジェクト実施体制については、これまでタイ側と日本側双方で定期的にミーティ

ングが行われてきたにもかかわらず、長期専門家の指導方法に対して一部のカウンターパートが

抱える不満や日本人専門家チーム内の意見の相違が表面化した状況にあることが確認された。プ

ロジェクト後半期は、タイ側と長期専門家がプロジェクト目標である「BSIDの技術力が向上し、

タイ国内のプラスチック金型産業界に良質なサービスを提供できるようになる」の達成が共通目

標であることを再認識し、そのための活動を積極的かつ柔軟に実施することが望まれる。 

 

２－２ 投入実績 

 (1) 日本側投入実績（2002年６月現在） 

   1) 長期専門家派遣（合計６名） 

    チーフアドバイザー（1999年11月10日～2002年６月） １名 

    業務調整（1999年11月10日～2001年11月９日） １名 

    業務調整（2001年10月22日～2002年６月） １名 

    金型設計（1999年11月10日～2002年６月） １名 

    金型加工（1999年11月10日～2002年６月） １名 

    金型組立・試打（1999年11月10日～2002年６月） １名 
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   2) 短期専門家派遣（合計13名） 

    CAD／CAM運用保守管理（2000年５月８日～2000年５月20日） ３名 

    CAD／CAMオペレーション（2000年９月４日～2000年９月16日） ２名 

    CAD／CAMオペレーション (2000年11月13日～2000年11月25日) １名 

    金型技術セミナー（2000年11月28日～2000年12月２日） １名 

    CAD／CAMオペレーション（2001年５月14日～2001年５月26日） １名 

    CAD／CAMオペレーション（2001年10月８日～2001年10月20日） １名 

    金型技術セミナー（2001年10月30日～2001年11月３日） １名 

    CAD／CAMオペレーション（2001年12月６日～2001年12月27日） １名 

    金型磨き（2002年１月14日～2002年１月26日） １名 

    CAD／CAMオペレーション（2002年５月６日～2002年６月29日） １名 

   3) 研修員受入れ（合計９名） 

    運営管理（1999年10月３日～1999年10月16日） ３名 

    CAD／CAMオペレーション（2000年10月３日～2000年12月22日） ３名 

    金型加工（2001年９月24日～2001年12月21日） ２名 

    金型磨き・組立・試打（2001年９月24日～2001年12月21日） １名 

   4) 機材供与（総額２億8,579万円） 

    CAD／CAMネットワークステーション、マシニングセンタ、放電加工機、細穴加工機、

平面研削盤、射出成形機、金型治具等 

   5) ローカルコスト負担（総額944万円、1999年11月～2002年３月まで） 

 

 (2) タイ側投入実績（2002年６月現在） 

   1) カウンターパートの配置（合計24名） 

    管理カウンターパート ６名 

    技術カウンターパート 13名 

    調整業務スタッフ １名 

    サーポートスタッフ ４名 

   2) 建物、施設、機材の提供 

    作業ルーム、専門家執務室、縦型切削加工機、グラインダー、３次元測定器、作業デス

ク、金型治具等 

   3) 投入実績額〔総額約3,500万円：1,177万8,570バーツ（１バーツ=2.985円）〕 

    建物改築費、機材メンテナンス費、消耗工具購入費、資機材輸送費等 
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２－３ 成果達成状況 

 本プロジェクトで設定された５つの成果と、その達成状況は以下のとおりである。 

 

  〈成果０〉「プロジェクト実施体制が強化される」 

  ５名の支援スタッフを含む24名のカウンターパートが配置されている。現時点では、管理カ

ウンターパートの定期的人事異動があったのみで、カウンターパートの離職などの問題は発生

していない。 

  タイ側からは、2000年度に698万4,940バーツ、2001年度397万8,704バーツ、2002年度280万バ

ーツの予算が当初の計画どおりに適切にプロジェクトへ配分されてきた。ただし、必要な備品

の購入の申請・承認が円滑に行われていないため、金型刃具など金型加工に必要な消耗品類が

不足している。 

  合同調整委員会はこれまでに４回開催された。また、毎週1回定期的にプロジェクト運営会議

が行われ、タイ側・日本人専門家チームとの間で意見調整がなされてきた。しかし、定期的な

ミーティングが行われてきたにもかかわらず、今回実施されたタイ側に対するインタビューの

結果から、一部のカウンターパートは長期専門家の指導方法に不満をもっていることが確認さ

れた。 

  プロジェクトの活動は、パンフレットの配付、ホームページでの紹介、テレビ・ラジオなど

のマスメディアの利用、展示会へのブース出展を通じて広く宣伝されている。 

 

  〈成果１〉「必要な機材が供与・設置され、適切に操作・管理がなされる」 

  CAD／CAM用コンピューター及び金型加工機材を設置する建て屋の改築工事が遅れ、必要機

材の設置の完了までにプロジェクト開始から半年を費やした現在、機材は適切に操作・管理が

なされている。問題点としては、金型治具、消耗品の不足が原因で、供与されたNC加工機（コ

ンピューター制御の金型加工機）の高い性能を十分に生かしきった使い方がなされていないこ

とである。 

 

  〈成果２〉「設計、加工、組立・試打の各分野でカウンターパートの技術力が向上する」 

  長期専門家による指導、短期専門家の派遣及びカウンターパートの本邦研修を通じて、当初

の技術移転計画（TCP）どおりに技術移転が行われた。長期専門家が作成したモニタリング評

価シートによると、ほぼすべての技術カウンターパートは、各担当技術分野の基礎知識を熟知

し、研修コースの中で一般講義ができるレベルに達している。 

  しかしながら、カウンターパートは実際に金型を製作した経験がまだ不足しているため、現

時点では、実技面の技術力に不安があることが確認された。 
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  〈成果３〉「研修コース・セミナーが体系的に実施されるようになる」 

  2001年６月に56人の参加者を集め、設計、加工及び組立・試打の各分野で第1回研修コースが

開催された。参加者へのアンケートの集計結果によると、第１回目としてはおおむね良好な評

価（平均して４段階評価中の３：「Equal with Expected」及び５段階評価中の３：「Fair」）が得

られた。 

  また、2000年11月に約100名の聴講者を集め、「金型技術の最新動向」のテーマでセミナーが

開催された。2001年11月には約130名を集め、「高速切削加工理論」に関するセミナーが行われ

た。 

 

  〈成果４〉「アドバイザリーサービス・技術情報提供が体系的に実施されるようになる」 

  2001年に９社、2002年１月から５月までに11社を、長期専門家とカウンターパートが訪問し、

アドバイザリーサービスを実施した。 

  訪問先企業の技術者とカウンターパートとの間では、タイ語で質疑応答がなされるケースが

あり、長期専門家がカウンターパートの技術的アドバイスの質を評価できないという問題が発

生している。 

  現時点では、アドバイザリーサービスの実施件数も少ないため、サービスの質・量を評価す

るにはまだ早い段階である。 

 

  〈成果５〉「プロトタイピングサービスが体系的に実施されるようになる」 

  これまで加工部門では、プロジェクトに供与された高性能のNC加工機の利点を生かして、民

間金型企業から56件の機械加工を受注した。 

  しかしながら、設計から仕上げまで一貫して金型を製作した経験が不足しており、民間金型

企業が求める金型の品質、納期にまだ十分応えることができないことから、現時点では、試作

品製作サービスの受注件数は少ない。 

 

２－４ 技術移転状況 

 本プロジェクトの当初計画では、長期専門家が５つのターゲット金型（ペントレイ、アラーム

クロック・フロントカバー、コンピューター・フロントカバー、電話機カバー、カメラボディー）

を題材に設計、加工、組立・試打の各分野の技術移転を行うとともに、民間金型企業から試作品

製作サービスを受注し、カウンターパートに金型製作の経験を補完的に積ませることを予定して

いた。 

 これまでに、設計及び加工部門では、３つのターゲット金型（ペントレイ、アラームクロック・

フロントカバー、コンピューター・フロントカバー）の技術移転が完了し、組立・試打部門は２
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つめのターゲット金型（アラームクロック・フロントカバー）の修繕を行っている。組立・試打

分野の長期専門家の派遣がリクルートの問題で約半年遅れたため、他分野と比較して若干の技術

移転の遅れがあるが、全体として当初の技術移転計画（TCP）どおりに技術移転が行われてきた。 

 ただし、当初計画していた民間金型企業から試作品製作サービスの受注については、民間金型

企業から受注する程カウンターパートの技術力は高くないことから、これまで加工部門を除くと

実施されていない。したがって、２－３成果達成状況の〈成果２〉で上述したとおり、カウンタ

ーパートは金型の各分野における一般講義ができる基礎知識は習得したが、これまでに製作した

金型の個数が少ないため、実技面の技術力向上が課題となっている。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括（調査団所見） 

 タイでは中小規模の裾野産業企業を支援するため、1998年からIndustrial Restructuring Plan（IRP）

を実施しており、現在はそのフェーズ２の期間に入っている。このIRPの中では金型産業の発展が

重要とされている。また、タイ金型工業会との協議、そして実際の企業訪問においては、タイの

金型産業が抱える最大の問題として、技能のある人材の不足、あるいは技術訓練機会の不足によ

り、いまだ輸入金型に依存することが多いことが指摘された。本プロジェクトのカウンターパー

ト機関であるBSIDは、主に中小金型メーカーを対象に研修などの技術サービスを行っているが、

以上のことからBSIDの技術サービスのレベル向上をめざす本プロジェクトはタイの開発ニーズ

と合致していることを、今回あらためて確認することができた。 

 1999年11月に開始された本プロジェクトは、これまでのところおおむね計画どおりに実施され

てきたと評価される。今回の調査では協力期間の後半での実施計画を作成、確認した。これは、

技術移転の「スピードアップ」、対外研修コースの「高度化」など、タイ側からの要望を反映させ

たものともなっている。具体的には、研修コースについては年２回実施し、モジュール化を導入

する、工場訪問によるアドバイザリーサービスを継続的に実施していく、５つのモデル金型に加

えて６個の金型を実技として内製する、そしてCAD／CAMの指導を設計と加工分野に位置づけて

技術移転を行っていくことなどである。この計画に基づき、カウンターパートが実際の経験をよ

り多く積み重ねていくことを通じて、彼らが実施する技術サービスの質が向上していくことを期

待する。 

 カウンターパートの技術習得への意欲は高く、これまでのところ技術移転を受けたスタッフの

離職もない。また、BSIDは金型工業会など、タイ国内の関係機関、団体とも緊密に連携をとって

おり、本プロジェクトに積極的に取り組んでいる。しかし、金型部品などの発注手続きや納入予

定のフォローでの詰めの甘さ、金型製造における各工程間の連携の不足など、組織のマネジメン

トの面において弱い部分が見られるため、これらの改善に向けた努力を申し入れた。 

 予算については、工具、原材料などの購入に支障を来さないよう、引き続き必要な予算が確保

されるための措置を依頼した。 

 一方、日本側では専門家チーム内においてこれまで以上にチームワークを深め、残る２年５か

月の協力期間でのプロジェクト目標達成に向け、「一枚岩」となった協力体制の強化が重要である

との印象を受けた。 
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３－２ 評価５項目による分析 

 ３－２－１ 妥当性 

  タイ国内では、日本・欧米を中心とした外資系自動車産業及び電子・電気産業の集積化が進

行し、部品の現地調達比率の向上を図るなど部品産業全体が活況を呈しており、それを支える

金型産業の育成の重要性がますます高まっている。したがって、プロジェクト目標及び上位目

標は、受益者のニーズに適合している。また、タイの国家政策である「産業構造改革マスター

プラン（1998～2002年）」に基づく業種別アクションプランの１つである「産業構造調整事業

（IRP）」において、金型を含む部品産業の育成を重要な国家開発戦略の１つとして位置づけて

いることから、タイの裾野産業育成を援助重点分野の１つとしている日本政府の国別援助計画

とも整合性が高いことが確認された。 

 

 ３－２－２ 有効性 

  これまで長期専門家からの指導、短期専門家派遣及びカウンターパートの本邦研修を通じて、

当初の計画どおりに技術移転が行われ、各成果とプロジェクト目標との整合性も高いことが確

認された。「２－３成果達成状況」で述べたとおり、ほぼすべての技術カウンターパートは、各

担当技術分野の基礎知識を習得したことが確認されている。しかし、実際に金型を製作した経

験が少ないことから、実技面では期待された技術レベルに到達していない。また、業界団体を

中心にタイ側からは、プロジェクトの成果の１つであるアドバイザリーサービスを通じた民間

企業への技術支援サービスをもっと活発化してほしいという声が強い。プロジェクト後半期で

は、内製金型の製作個数を増やし、アドバイザリーサービスをカウンターパートのオンザジョ

ブ・トレーニング（OJT）の場として積極活用することなどを通じて、カウンターパートの実技

レベルの向上を図り、プロジェクト目標の達成に向けて技術移転計画を修正することとした。 

 

 ３－２－３ 効率性 

  建物の改築工事及び組立・試打分野の長期専門家派遣に遅れが生じたほかは、これまで技術

移転に必要な投入がほぼ計画どおりに行われ、おおむね効率よく成果へと転換されつつある。

ただし、供与された３次元CAD／CAMネットワークステーションが３次元金型設計に精通した

長期専門家の不在から十分に活用されていない点、刃具などの消耗品類の不足が原因で供与さ

れた高性能NC加工機の機能を十分に生かしていない点などが、効率性を一部損なっている。 

  また、「２－３成果達成状況」で述べたとおり、タイ側と日本人専門家チームとの間で定期的

に各種会議が行われてきたにもかかわらず、タイ側との間のみならず日本人専門家チーム内に

おいても技術移転活動に対する意見の対立が見られ、これまでプロジェクト運営会議が意見調

整の場として効率的に機能していなかった。 
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 ３－２－４ インパクト 

  上位目標の達成度合い、プロジェクト実施に伴う経済・社会面への波及効果は、発現するま

で長時間を要することから、終了時評価時に行うこととした。 

 

 ３－２－５ 自立発展性 

  カウンターパートは適切に配置され、これまで目立ったカウンターパートの離職は発生して

いないことから、プロジェクトの技術移転の成果を継続させる点で組織面の問題はない。財政面

では、これまで政府から計画どおりに予算が配付され、BSID自体の運営に大きな問題はないが、

金型製作に必要な消耗品を購入する予算の執行が速やかに行われることが課題である。技術面に

ついては、ほぼすべての技術カウンターパートは、各担当技術分野の基礎知識を身につけたもの

の、民間企業に対して質の高い技術支援サービスを行っていくためには、金型製作の実技レベル

の向上が不可欠である。 
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第４章 今後の計画 
 

４－１ 今後の計画の総括 

 本プロジェクトが、協力終了を迎える2004年10月までに各成果を達成し、プロジェクト目標で

ある「BSIDの技術力が向上し、タイのプラスチック金型業界に良質なサービスを提供できるよう

になる」を達成するためには、今後、カウンターパートへの教育訓練の質と量を大幅に上げ、カ

ウンターパートの実技レベルの向上と金型業界への技術サービスの活発化が必要である。 

 本評価結果を踏まえ、Annex17「Re-planning TCP」のとおり、モジュール化された研修コース

を年２回実施すること、カウンターパートに現場経験を積ませることを目的としたアドバイザリ

ーサービスのを継続実施すること、５つのモデル金型に加えて６つの内製金型を設計から仕上げ

まで一貫した工程で試作を行うことをタイ側と合意した。加えて、３次元CAD／CAM技術を専門

とする長期専門家１名を新たに派遣し、様々な型を教材にした３次元設計の指導を行うこととし、

本プロジェクトの技術移転活動の質と量を上げることとした。 

 

４－２ 投入計画 

 (1) 日本側投入 

   1) 長期専門家派遣 

    チーフアドバイザー １名 

    業務調整 １名 

    金型設計（CAD／CAM） １名 

    金型加工 １名 

    金型組立・試打 １名 

   2) 短期専門家派遣（2002年度） 

    CAD／CAMオペレーション（2002年５月６日～６月29日） １名 

    金型技術セミナー（2002年11月初旬） １名 

    金型加工（2003年１月） １名 

    金型磨き（2003年１月） １名 

   3) 研修員受入れ（2002年度） 

    金型加工（2002年８月20日～11月16日） １名 

    金型磨き・組立・試打（2002年８月20日～11月16日） １名 

   4) 機材供与（2002年度） 

    なし 
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   5) ローカルコスト負担（2002年度） 

    344万円 

 

 (2) タイ側投入 

   1) カウンターパートの配置（合計24名） 

    管理カウンターパート ６名 

    技術カウンターパート 13名 

    調整業務スタッフ １名 

    サーポートスタッフ ４名 

   2) 消耗品・備品の提供 

    刃具などの消耗品、モールドベース等 

   3) 投入予算計画額 

    2002年度 280万バーツ 

    2003年度 355万バーツ 

    2004年度 355万バーツ 

    2005年度 29万5,100バーツ 

 

４－３ 技術移転計画 

 本プロジェクトの当初計画は、長期専門家による５つのターゲット金型（ペントレイ、アラー

ムクロック・フロントカバー、コンピューター・フロントカバー、電話機カバー、カメラボディ

ー）を題材にした設計、加工、組立・試打の各分野の技術移転、民間金型企業に対する試作品製

作サービス及びアドバイザリーサービスで構成されている。しかしながら、民間金型企業に対す

る試作品製作サービスとアドバイザリーサービスは、これまで期待されたほど実施されなかった

ことも一因となって、カウンターパートが実際に金型製作に携わった経験が極めて少ない。その

ため実技面の技術力向上が課題となっていることが確認された。 

 協力終了を迎える2004年10月までに、プロジェクト目標である「BSIDの技術力が向上し、タイ

のプラスチック金型業界に良質なサービスを提供できるようになる」を達成するためには、カウ

ンターパートの実技面の技術レベルの向上と金型業界への技術サービスの活発化が必要であるこ

とから、以下のように技術移転計画の軌道修正を行った。 

 

 (1) 研修コース 

   2002年度後半期以降、顧客企業の利便性やニーズに応えるため、基礎講座から実践的な応

用技術までの様々なテーマで構成されるモジュール形式の短期研修コースを金型設計、加工、
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  組立・試打の各分野ごとに年２回づつ実施する。 

 

 (2) アドバイザリーサービス 

   カウンターパートの現場経験を積ませることを目的として、専門家とカウンターパートは

積極的に金型関連企業を訪問し、アドバイザリーサービスを実施する。同サービスはカウン

ターパートのOJTの場として活用される。 

 

 (3) プロトタイピングサービス 

   試作品製作サービスについて、顧客からの注文に応じて、今後も加工部門を中心に継続し

て対応していく他、当初計画の５つのモデル金型に加えて６個のプロジェクト内製金型を製

作する。追加される６個の金型は、金型設計から仕上げまでを一貫した工程管理で内製する

ことで、カウンターパートの金型製作全般にわたる実技レベルの向上を図る。 
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